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要旨 

 インターネット上で提供されている多くの B to Cのコミュニケーションサービスは、

基本利用料が無料である。そのため、利用者が多い割に、GDPへの貢献は限定的であ

ることが指摘されている。しかし、その一方で、インターネットは利便性を向上させ、

GDP に反映されない便益を消費者にもたらしているといわれている。 

 そこで本研究では、ネット上の情報共有・発信によって、人々の消費者余剰がどの程

度発生しているのか、定量的に評価する。消費者余剰とは、簡潔にいうと、支払意欲額

（留保価格）から実際の価格を引いたものである。消費者余剰の推計においては、同じ

ように機会費用しかかからないようなサービスの消費者余剰推計方法を提案した、

Hausman（1999）と Goolsbee and Klenow（2006）を参照する。 

 計量経済学的手法で消費者余剰を推計した結果、日本全体での消費者余剰は年間約

15.7～約 18.3兆円で、対 GDP 比は約 3.2%～約 3.7%となった。また世代別では、20代

が約 4.0兆円～約 4.6兆円と、最も高い値になった。以上の結果から、ネット上の情報

共有・発信は、GDPに反映されない非常に大きな価値を人々に提供していることが示

された。 
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1 本研究は、国際大学グローバル・コミュニケーション・センターが、グーグル株式会

社と共同で行っているプロジェクト「Innovation Nippon 2016」における研究成果の一

部となっている。 
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１．はじめに 

 インターネット上で提供されている多くの B to C のコミュニケーションサービスは、

基本利用料が無料である。そのため、利用者が多いにも関わらず、GDP への貢献は限

定的であることが指摘されている。例えば、山口ほか（2016）では、日本におけるネッ

ト上の情報共有・発信2の市場規模は数千億円であるとされている。 

 しかし、その一方で、インターネットは利便性を向上させ、GDP に反映されない便

益を消費者にもたらしているといわれている。つまり、限界費用が低いことや、三者間

市場によって価格を抑えやすい3ことから、B to Cの経済取引は限定的である一方で、

GDP に反映されない、消費者が得ている便益が大きい可能性がある。実際、インター

ネットの普及によって、人々は非対面で不特定多数の人とコミュニケーションをとった

り、情報を交換しあったりといったことを、容易に出来るようになった。例えば、買い

物の際に口コミサイトを参考にして情報収集し、SNS で友人や知人とのコミュニケーシ

ョンをとり、動画サイトで他人の作成したコンテンツを閲覧するといったことが日常的

に行われている。 

 そのような観点から、消費者の向上した便益を推計することの重要性が指摘されてい

る。例えば、Brynjolfsson and McAfee（2014）では、GDPが測り損ねている価値が大き

いことを指摘している。そして、有形のものだけを計測していたら生活をより良くして

くれる無形のものを無視することに繋がるとし、消費者余剰4の計測や、人間開発指数

等の幸福度を測る新しい手法について、いくつか提案している。国内においても、ICT

の発達がもたらす非貨幣的な価値について、無料の情報共有・発信サービスのもたらす

便益や生活利便性の向上、UGC
5の蓄積を指摘する声があり（総務省，2016）、このよう

な SNA指標6に反映されない社会的厚生を計測する必要性が提唱されている。（内閣府，

2016）。 

 推計した例としては、携帯電話の普及がもたらした消費者余剰を推計した Hausman

（1999）や、金銭消費よりも時間の消費が主なインターネットサービスによる余剰を推

定した Goolsbee and Klenow（2006）、インターネット上での余暇活動の価値を推定した

Pantea and Martens（2014）等が存在する。  

 以上のような背景から、インターネット上における情報共有・発信の、謂わば「真の

価値」を計ることが、今後の政策検討上、重要であると思われる。そこで本研究では、

                                                   
2
 SNS や口コミサイト、動画サイト等。 

3
 インターネット上のコンテンツの多くは、同じページ上に広告を表示しやすいという

特徴を持つ。そのため、広告収入を主とすることで、消費者に提示する価格を安くし

やすい。 
4
 消費者余剰とは、簡潔にいうと、支払意欲額（留保価格）から実際の価格を引いたも

のである。例えば、あるテレビに 5万円までなら支出しても良いと考えていた（5万

円の価値を見出していた）人が、実際には同じものを 2万円で購入できた場合、その

消費者余剰は 3万円となる。このような効果は GDP には反映されない一方で、人々

の生活に大きな正の効果を与えていると考えられる。 
5
 UGC(User Generated Content)。ユーザーが作成したコンテンツを指す。 

6
 SNA(Systems of National Accounts)。国民経済計算。 
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ネット上の情報共有・発信（コミュニケーション・UGC 共有）によって、人々の消費

者余剰がどの程度発生しているのか、定量的に評価する。 

 本稿の構成は以下のようになる。第二節では、消費者余剰の推計に用いるモデルを提

示する。第三節では、分析で用いるデータの概要を説明する。第四節では、消費者余剰

の推計結果を述べる。第五節では、推定結果を踏まえて考察を述べる。 

２．モデル 

 消費者余剰の推計においては、同じように機会費用しかかからないようなサービスの

消費者余剰推計方法を提案した、Hausman（1999）と Goolsbee and Klenow（2006）を参

照する。Goolsbee and Klenow（2006）は、予算制約に時間の概念を導入している。人々

の効用が、ネット上の情報共有・発信の利用（消費）とそれ以外の合成財の利用（消費）

によって決定づけられていると仮定する。ただし、いずれの財についても、利用にはお

金と時間を費やすこととなる。この時、効用関数と予算制約式は以下の（1）式と（2）

式で与えられる。 

● 効用関数 

𝑈(𝐿𝐼 , 𝐿𝑜 , 𝐶𝐼 , 𝐶𝑜) = 𝜃(𝐶𝐼
𝛼𝐼𝐿𝐼

1−𝛼𝐼)
1−1/𝜎

+ (1 − 𝜃)(𝐶𝑜
𝛼𝑜𝐿𝑜

1−𝛼𝑜)
1−1/𝜎

 

 （1） 

● 予算制約式 

𝑃𝐼𝐶𝐼 + 𝐹𝐼 + 𝑃𝑜𝐶𝑜 = 𝑊(1 − 𝐿𝐼 − 𝐿𝑜) 

（2） 

ただし、添え字の Iはネット上の情報共有・発信を指し、Oはそれ以外の合成財を指す。

また、変数記号の意味は下記のとおり。 

U：効用。 

P：価格。 

C：財の利用量。 

L：一週間あたりの、非睡眠時間に対する、財を利用する時間の割合。 

FI:：ネット上の情報共有・発信利用にかかる料金。 

W：賃金。 

𝜃：インターネットの効用への寄与率で 0から 1の間の値をとる。 

𝜎：ネット上の情報共有・発信とその他の合成財の代替弾力性。 

 さて、αは、各財に対する全体支出（金銭＋時間）のシェアで表される。これは以下

のようになる。 
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𝛼𝐼 =
𝑃𝐼𝐶𝐼

𝑃𝐼𝐶𝐼+𝑊𝐿𝐼
 𝑎𝑛𝑑 𝛼𝑂 =

𝑃𝑂𝐶𝑂

𝑃𝑂𝐶𝑂+𝑊𝐿𝑂
 

（3） 

 以上の予算制約式と効用関数の下での効用最大化問題を解くと、最適なインターネッ

ト財と合成財の量の組を求めることができる。このモデルから消費者余剰を求める際に、

等価変分（EV）を用いる。これは、インターネットへのアクセスができない場合の、

ネット上の情報共有・発信財を消費するときの効用と同じ水準に効用を保つために必要

な収入の増加量を示す。 

 EVを算出するにあたり、用いるパラメータについては、以下を推定すればよい。こ

れは、先述の（1）式、（2）式による効用最大化問題を解くことにより求められる。 

𝑙𝑛 (
1 − 𝐿𝐼
𝐿𝐼

) ≈ 𝑙𝑛(𝐴) + (𝛼𝑂 − 𝛼𝐼)(𝜎 − 1)𝑙𝑛𝑊 + 𝜎𝑙𝑛 (
1 − 𝜃

𝜃
) 

（4） 

 左辺は、睡眠時間以外における（ネット上の情報共有・発信以外の利用割合）/（ネ

ット上の情報共有・発信利用割合）を指す。右辺の第一項は切片、第二項は利用時間の

機会費用、第三項が個々の合成財とインターネット財の選好の比となっている。ここで、

（5）とした時、（4）式は（6）式のようになる。 

𝜎 =
𝛽𝐼

𝛼𝑂 − 𝛼𝐼
+ 1 

（5） 

𝑙𝑛 (
1 − 𝐿𝐼
𝐿𝐼

) = 𝛽𝛼 + 𝛽𝐼𝑙𝑛𝑊 + 𝛽𝑥𝑥𝑖́ + 𝑢𝑖 

（6） 

ただし、iは個人を指し、𝑥𝑖́は個人の属性を指す。また、αについて、ネット上の情報共

有・発信の価格は 0として、𝛼𝐼 = 0、𝛼𝐼については、以下（7）式の変形で求められる7。 

𝛼𝑂 =
𝑃𝑂𝐶𝑂

𝑃𝑂𝐶𝑂 +𝑊𝐿𝑂
=

𝑊𝐿𝑊 − 𝑃𝐼𝐶𝐼
𝑊𝐿𝑊 − 𝑃𝐼𝐶𝐼 +𝑊𝐿𝑂

=
𝐿𝑊

𝐿𝑊 + 𝐿𝑂
 

（7） 

                                                   
7
 ただし、FIは総予算制約に対して極小であるため、0として計算している。これは、

Goolsbee and Klenow (2006) と同様である。 
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 さて、Hausman（1999）は消費者余剰を（8）式で表したうえで、余暇の需要曲線を

線形と仮定し、収入に対する等価変分の割合を求めている。これは（9）式のようにな

る。 

CS = −0.5 ∗ (
財の支出シェア

弾力性
) 

（8） 

𝐸𝑉

𝑊
=
0.5𝐿𝐼
𝜏

 

（9） 

 （8）式について、消費可能時間に対するネット上の情報共有・発信利用時間の割合

であるLIが支出シェアとして用いられている。ここでτは余暇需要の弾力性であり、（10）

式で求めることができる。以上より、収入にたいする補償変分の割合は、（11）式のよ

うになる。 

𝜏 = 𝜎{1 − 𝐿𝐼 (1 −
𝐹𝐼
𝑊
)} 

（10） 

𝐸𝑉/𝑊 = 0.5𝐿𝐼/𝜎{1 − 𝐿𝐼 (1 −
𝐹𝐼
𝑊
)} 

（11） 

３．データ 

  2016年 9月に Innovation Nipponプロジェクト内において、国際大学グローバル・

コミュニケーション・センターで執り行った、アンケート調査データを利用する。対象

者は、インターネットリサーチ会社マイボイスコムのモニターで、20代～60代の男女

30,922人の中で特に詳細な質問を行った 6,602人である。分析のため取得した変数は表

1のとおり。 
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表 1 取得変数概要 

変数名 変数概要 

ネット上の

情報共有・

発信利用時

間 

仕事以外で、下記サービスを 1日平均何時間利用（閲覧・投稿）して

いるか8。 

・ブログ（Ameba ブログ・Livedoor Blogなど） 

・SNS（Twitter・Facebook・Instagram・pixivなど） 

・メッセージアプリ（LINEなど） 

・動画サイト（YouTube・ニコニコ動画・ニコニコ生放送・ツイキャス・

AfreecaTVなど） 

・掲示板（2ちゃんねる・ミルクカフェ・ふたば★ちゃんねるなど） 

・口コミサイト（食べログ・トリップアドバイザー・＠cosme・価格.com

など） 

・Q＆Aサイト（Yahoo！知恵袋など） 

・キュレーションサイト（NAVERまとめなど） 

インターネ

ット利用料

金 

ひと月あたり、以下の 2種についてインターネット料金をどれだけ支

払っているか。 

・固定（パソコンなど） 

・モバイル（携帯電話・スマートフォン・モバイルWi－fiなど） 

労働時間 仕事がある日に平均して何時間働いているか。 

労働日数 1週間当たり平均して何日働いているか。 

収入 個人年収。 

大卒 最終学歴が大学・大学院であれば 1、そうでなければ 0とするダミー

変数。 

大都市圏 在住地域が大都市圏（東京都・大阪県・愛知県・神奈川県）のいずれ

かであれば 1、そうでなければ 0とするダミー変数。 

同居家族数 同居している家族が何人いるか。 

男性 性別が男性であれば 1、そうでなければ 0とするダミー変数。 

結婚の有無 結婚していれば 1、そうでなければ 0とするダミー変数。 

 また、ネット上の情報共有・発信利用時間について、全サービスを集計9した利用状

況は以下の図 1のとおりとなる。 

                                                   
8
 変数としては、これらの合計値を使用する。ただし、インターネットリサーチ会社の

モニターは、インターネット利用時間が長い傾向にあるため、 (世代別一般的なイン

ターネット利用時間/世代別アンケートにおける平均インターネット利用時間) を乗

ずることで、調整を行った。一般的なインターネット利用時間については、情報通信

白書平成 27年版を参照している。 
9
 ただし、インターネットリサーチ会社のモニターは、インターネット利用時間が長い

傾向にあるため、 (世代別一般的なインターネット利用時間/世代別アンケートにおけ

る平均インターネット利用時間) を乗ずることで、調整を行った。一般的なインター

ネット利用時間については、情報通信白書平成 27年版を参照している。 
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図 1 全サービスの世代別利用状況 

 図 1を見ると、利用率は若い世代ほど高いものの、20代～40代はほぼ横並びであり、

60代も約 57%と、低くない。60代であっても、8サービスの内、どれか 1つは利用し

ている人が過半数であるといえる。しかしその一方で、利用時間は世代間で大きく異な

り、特に 20代とそれ以外では 1時間以上の開きがある。このような傾向は、インター

ネット利用時間とよく似ており、情報通信白書平成 27年度版によると、平日 1日当た

りのインターネット利用時間は、20代が 151.3分であるのに対し、30代は 87.6分と大

幅に減少する。ただし、その減少率は情報共有・発信の方が大きいことから、若い世代

が、より一層これらのサービスを好んでいることが確認される。 

４．推計結果 

 以上を踏まえ、ネット上の情報共有・発信がもたらしている消費者余剰を推計する。

まず、（6）式の推定結果は、表 2
10のようになる。ただし、フルモデルの変数群は、Goolsbee 

and Klenow（2006）を参照している。また、分析には収入変数を用いるため、サンプル

は有職者に限定している。表 2を見ると、<1>列では𝛽𝐼 = 0.146、<2>列では𝛽𝐼 = 0.072と

なっており、それによって算出される𝜎は、それぞれ、𝜎 = 1.394と𝜎 = 1.196である。

この値は、インターネットの消費者余剰について推定した、Goolsbee and Klenow（2006）

の𝜎 = 1.32と𝜎 = 1.36に近いといえる。 

                                                   
10

 p値は不均一分散に頑健な標準誤差から算出されている。 
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表 2 モデル分析結果 

 

 これらの弾力性から（11）式を用いて消費者余剰を推計したものが、表 3である。最

小値は基本モデルからの推計、最大値はフルモデルからの推計となっている。また、値

は世代別に算出しており、全世代合計値を推計する際には、10代＋70代以上の消費者

余剰を、（20代＋60代）×0.7と仮定している。これは、10代のインターネット利用時

間が 20代の約 70%であることや、70代以上全て合わせても 60代よりは小さいと推測

されることから、20代と 60代の値に 0.7を乗じたものとしている。10代はインターネ

ット利用時間が分かっているため近い数値であると思われるが、70代以上は統計デー

タがないため、信頼性に疑義は残る。しかしながら、元々70代以上の消費者余剰は全

体に対してごく一部であるため、これによる誤差は限定的と考えられる。 

 表 3の世代別消費者余剰を確認すると、20代が最も高く、約 4兆円～4.6兆円となっ

ている。これは 20代に突出して多く利用されていることが要因であり、若い世代が、

ネット上の情報共有・発信に高い価値を見出していることが分かる。また、全世代の合

計値は、約 15.7兆円～約 18.3兆円となった。これは 2014年度 GDP（名目）の約 3.20%

～約 3.74%となる。以上のことから、ネット上の情報共有・発信は、GDPに反映されな

い非常に大きな価値を人々に提供していることが示された。 

表 3 ネット上の情報共有・発信による消費者余剰 

 

係数 p値 係数 p値

賃金 0.146 0.000 *** 0.072 0.055 *

大卒 -0.182 0.000 ***

大都市圏 -0.094 0.060 *

同居家族数 -0.062 0.001 ***

男性 -0.068 0.213

結婚している 0.662 0.000 ***

定数項 2.265 0.000 *** 2.863 0.000 ***

σ

サンプルサイズ

***

**

*

1%

5%

10%

3795

1.394 1.196

基本モデル フルモデル

<1> <2>

世代 最小値 最大値

20代 3兆9,700億円 4兆6,300億円

30代 2兆7,700億円 3兆2,300億円

40代 2兆8,800億円 3兆3,600億円

50代 1兆9,200億円 2兆2,400億円

60代 8,000億円 9,400億円

10代＋70代以上 3兆3,400億円 3兆8,900億円

全世代 15兆6,800億円 18兆2,900億円

対GDP比 3.20% 3.74%
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５．考察 

 本研究では、インターネット上での情報共有・発信が、GDPに反映されない大きな

消費者余剰を生み出している可能性に注目し、分析を行った。その結果、若い世代を中

心にネット上の情報共有・発信は高く評価され、全世代で約 15.7兆円～約 18.3兆円も

の消費者余剰を生み出していることが示された。この値は 2014年度 GDP（名目）の約

3.20%～約 3.74%にあたり、ネット上の情報共有・発信は GDPに反映されない非常に大

きな価値を人々に提供しているといえる。 
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